
為替週間展望＝ドル円は高値圏で推移も上値の重い動きか

　　　　　　　　　　［８月２４日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    8 月 17 日～ 8 月 21 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  159.25   159.78(18)    158.03(20)    158.85   -0.47

ユーロ・ドル  1.1569   1.1711(20)    1.1564(17)    1.1699   +0.0129

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    66,016.36    -2697.44     日本10年債利回り   2.893   +0.001

ダウ平均株価    52,759.21     -973.20     米10年債利回り     4.704   +0.012

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２４日　ＮＺ第２四半期小売売上高

２５日　日本６月景気動向指数改定値

　　　　独第２四半期ＧＤＰ確報値

　　　　独８月ｉｆｏ景況感指数

　　　　米６月住宅価格指数、米６月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米７月新築住宅販売件数、米８月消費者信頼感指数

２６日　豪７月消費者物価指数

　　　　米７月個人所得・個人支出、米７月個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数

　　　　米７月耐久財受注速報値、米第２四半期ＧＤＰ改定値

　　　　※エヌビディア決算発表

２７日　氷見野日銀副総裁講演と記者会見

　　　　カナダ第２四半期経常収支

　　　　米新規失業保険申請件数

　　　　※ジャクソンホール会議（２９日まで）

２８日　８月の東京都区部消費者物価指数

　　　　日本７月雇用統計、日本７月有効求人倍率

　　　　スイス８月ＫＯＦ先行指数

　　　　独８月雇用統計

　　　　外国為替平衡操作の実施状況（月次ベース、７月３０日～８月２６日）

　　　　カナダ第２四半期ＧＤＰ

　　　　米８月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米８月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】国内では９月の日銀金融政策決定会合で利上げを前倒しする可能性

が高まりつつある。ただ、それだけで円安抑止に向けて前向きと判断できるわけではな

い。また、介入警戒感から上値は抑えられやすいとみられる。こうした中、ドル円は高

値圏での振幅が続くとした。

　　　　

【米財務省による国債買い入れの増額発表で一時ドル安に振れる】

　１７日にドル円は１５８．８５近辺まで下落した後、１５９．６０台まで上昇した。

１４日に発表された７月の米小売売上高が市場予想を下回り、予想外にマイナスとなっ

たことなどの余波から１５９円割れまで下落した。ドル売りが一巡すると、中東情勢の

不透明感などを背景にドル買いの動きに転じて、１５９円台半ばまで上昇した。

　　

　１８日は手がかり材料に乏しい中、１５９円台での推移が続いた。１９日は１５９円

台での推移が続いた後に１５８円近辺まで値を崩すこととなった。米財務省が流動性支

援のため、残存期間１０～３０年の国債の買い入れ限度額を２０億ドルから少なくとも
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４０億ドルに増額すると発表したことが背景にある。これで米長期金利が低下して、ド

ル売りにつながった。２０日にも朝方に１５８円近くまで下落した後に上昇に転じてい

る。ただ、その後は米長期金利が再び上昇に転じたことで、２０日のＮＹ市場で１５９

円台を回復した。

　　

　１９日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨（７月２８日・２９日開催分）

では、「多くの参加者がインフレ低下しないなら利上げが必要になる」「インフレリス

クが上振れ方向に偏っていると判断」「数名はＡＩ投資が物価に広範な影響を及ぼすと

の見方を示した」「多くが中東紛争の長期化がインフレを加速させる可能性を指摘し

た」といった内容となった。発表後にはややドル安に振れたものの、その後の方向性に

大きく影響するようなインパクトはなかった。

　　

【ジャクソンホール会議に注目】

　８月２４日の週に予定される日米の経済指標やイベントには、２５日の日本６月景気

動向指数改定値、米６月住宅価格指数、米６月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米７

月新築住宅販売件数、米８月消費者信頼感指数、２６日の米７月個人所得・個人支出、

米７月個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数、米７月耐久財受注速報値、米第２四半期ＧＤ

Ｐ改定値、２７日の米新規失業保険申請件数、ジャクソンホール会議（２７～２９日ま

で）、２８日の日本７月雇用統計、日本７月有効求人倍率、米８月シカゴ購買部協会景

気指数、米８月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値などがある。

　　

　２７～２９日にカンザスシティ連銀主催の経済シンポジウム、通称ジャクソンホール

会議が開催される。主要国の中央銀行の高官などが参加して、その後の金融政策への重

要なヒントが示されることが多い。米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）のウォーシュ議長

も参加が見込まれている。

　　

　ただ、ウォーシュ氏はフォワードガイダンス（将来の金融政策指針）を廃止するな

ど、市場との積極的なコミュニケーションにやや消極的な姿勢を見せている。こうした

中、ウォーシュ議長が今後の金融政策を積極的に開示するような見解を示すとは期待し

にくく、タカ派姿勢とハト派姿勢が混在したあいまいな見解を示すような内容になると

みられる。

　　

　２４日の週には、２６日の米７月個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数が注目される。前

月比の事前予想は総合が＋０．１０％（前回はー０．１％）、コアが＋０．２％（前回

＋０．１％）といずれも前回を上回る見通し。これは７月の原油高の影響が大きいとみ

られる。前年比の市場予想は総合が＋３．６％（前回＋３．７％）と減速見通し、コア

は＋３．３％（前回＋３．３％）と横ばいになると見込まれている。物価の落ち着きが

確認できるようならドル売りにつながりそうだが、物価が加速するようならドル買いに

傾くとみられる。

　　

　中東情勢の不透明感による原油高はドルの下支え要因となりそう。一方で、米財務省

の国債買い入れ増額の報道で米長期金利が低下していることはドルの売り圧力となりそ

う。日銀は早期利上げ観測が徐々に高まっている。そうした環境下で、ドル円は１５８

～１５９円台で推移してきた。１６０円接近では介入警戒感もあり、上値を抑えられや

すい動きを見せている。こうした中、ドル円は引き続き高値圏でのもみ合いの動きが続

くとみられる。目先の予想レンジは１５５．００～１６０．５０円。

　　

【ユーロドルは堅調な流れが継続か】

　ユーロドルは強含みで推移してきた後、１９日にドル売りの動きから１．１６台をし

っかりと回復してきた。さらに２０日には一時１．１７台に乗せている。米財務省によ

る国債買い入れ増額報道が米長期金利の低下やドル売りにつながり、ユーロドルが上昇

する一因となった。

　　

　ユーロドルは５日移動平均線などをサポートに一段と上昇する展開が見込まれる。７

月２８日の１．１３５０近辺から大きく上値を伸ばしてきたことで、過熱感の高まりに

よる修正安には注意が必要となろう。目先の予想レンジは１．１４５０～１．１８５０

ドル。

　　

ポンドドルもユーロドルと同様にドル売りの動きから２０日には１．３６台まで上値を



伸ばした。８月に入ってからの上昇局面では何度も高値更新を繰り返してきており、ユ

ーロドルに比べて地合いは強い。こうした中、さらに上値を追う展開が続くとみられ

る。目先の予想レンジは１．３５００～１．３８５０ドル。

　　

　今後の日米以外の経済指標やイベントとしては、２４日のＮＺ第２四半期小売売上

高、２５日の独第２四半期ＧＤＰ確報値、独８月ＩＦＯ景況感指数、２６日の豪７月消

費者物価指数、２７日のカナダ第２四半期経常収支、２８日のスイス８月ＫＯＦ先行指

数、独８月雇用統計、カナダ第２四半期ＧＤＰなどの発表が予定されている。
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